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本号からは、刑訴法301条の2第4項に基づいて作成された録音・録画記録媒体を用いた公判における任意
性立証の在り方を定める301条の2第1項の解釈について論ずる。

刑事訴訟法301条の2

1 　次に掲げる事件については、検察官は、第322条第 1 項の規定により証拠とすることができ
る書面であつて、当該事件についての第198条第 1 項の規定による取調べ（逮捕又は勾留され
ている被疑者の取調べに限る。第 3項において同じ。）又は第203条第 1 項、第204条第 1 項若
しくは第205条第 1項（第211条及び第216条においてこれらの規定を準用する場合を含む。第
3項において同じ。）の弁解の機会に際して作成され、かつ、被告人に不利益な事実の承認を内
容とするものの取調べを請求した場合において、被告人又は弁護人が、その取調べの請求に関
し、その承認が任意にされたものでない疑いがあることを理由として異議を述べたときは、そ
の承認が任意にされたものであることを証明するため、当該書面が作成された取調べ又は弁解
の機会の開始から終了に至るまでの間における被告人の供述及びその状況を第 4項の規定によ
り記録した記録媒体の取調べを請求しなければならない。ただし、同項各号のいずれかに該当
することにより同項の規定による記録が行われなかつたことその他やむを得ない事情によつて
当該記録媒体が存在しないときには、この限りでない。
①　死刑又は無期の懲役若しくは禁錮に当たる罪に係る事件
②　短期 1年以上の有期の懲役又は禁錮に当たる罪であつて故意の犯罪行為により被害者を
死亡させたものに係る事件
③　司法警察員が送致し又は送付した事件以外の事件（前 2号に掲げるものを除く。）

⒈ 本項の趣旨
本項は、法322条 1 項によって被告人の供述書ま
たは被告人の署名若しくは押印のある供述録取書（以
下、自白ないし不利益な事実の承認を内容とする被
告人供述調書を一括して「被告人自白調書」という）
の取調べを請求する際の任意性の立証方法を制限し、

検察官に対し、当該被告人自白調書が作成された際
の供述及び取調べ状況を録音・録画したDVD・ブル
ーレイディスク等の記録媒体（以下「録音・録画記
録媒体」または単に「記録媒体」と略称する）の取
調べ請求を義務づける。あくまで検察官に請求義務
を課すものであって、裁判所に録音・録画記録媒体
の取調べ義務を課す規定ではない。公判における立
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証方法を一定の証拠に制限する立証方法制限規定と
して、刑訴法中の証拠法領域に位置づけられた。取
調べ可視化の法制化を検討した法制審議会新時代の
刑事司法制度特別部会（以下「特別部会」という。）
では元々、違法取調べの根絶に主眼を置き、取調官
による違法ないし不当行為の監視・抑止策として取
調べ録音・録画の導入が議論された。そのうえで、対
象事件の捜査段階における身体拘束下の被疑者取調
べ全過程録音・録画の実効性を担保するとともに、公
判審理において供述の任意性を立証目的とする最適
の証拠（ベスト・エビデンス）が録音・録画媒体で
あることを明示する趣旨で設けられたのが本項であ
ると解すべきであろう。被告人自白調書による罪体
立証に関し、その証拠能力を左右する任意性の立証
手段を録音・録画記録媒体に制限することにより、検
察官が将来の公判における取調べ請求で被疑者供述
の任意性に争いが生じる可能性を考慮し、任意性の
立証に用いる最適証拠を確保するためには、被疑者
取調べ全過程の録音・録画が必要であるとのインセ
ンティブを設定したのである。

⒉ 対象事件
被告人自白調書に関する任意性の立証方法に関し、
録音・録画記録媒体の取調べ請求義務が課される対
象事件は、裁判員裁判対象事件と、検察官が独自に
捜査を行う事件である。
①　死刑又は無期の懲役若しくは禁錮に当たる罪に係る
事件
裁判員の参加する刑事裁判に関する法律（以下

「裁判員法」という。）2条 1 項 1 号の定める裁判
員裁判対象事件であり、殺人（刑法199条）、現住
建造物等放火（刑法108条）、強盗致死・強盗殺人
（刑法240条後段）等の刑法犯のほか、営利目的覚
せい剤輸出入（覚せい剤取締法41条 2 項）等の特
別刑法犯が該当する。

②　短期1年以上の有期の懲役又は禁錮に当たる罪であ
つて故意の犯罪行為により被害者を死亡させたものに
係る事件
裁判員法 2条 1項 2号の定める裁判員裁判対象

事件（裁判所法26条 2 項 2号の定める法定合議事
件のうち故意に人を死亡させた事件であって、死
刑又は無期の懲役若しくは禁錮に当たる罪を除く）
であり、傷害致死（刑法205条）、危険運転致死（刑
法208条の 2）、遺棄等致死（刑法219条）等が該
当する。

③　司法警察員が送致し又は送付した事件以外の事件
（前2号に掲げるものを除く。）
司法警察員が検察官に送致ないし送付した事件
以外の事件であり、検察官の独自捜査事件を指す。
東京・大阪・名古屋の各地方検察庁に設置された
特別捜査部、あるいは、全国10都市の地方検察庁
に設置された特別刑事部に所属する検察官が捜査
を行う経済犯罪、贈収賄等が典型である。

⒊  第322条第1項の規定により 
証拠とすることができる書面

録音・録画記録媒体によることが義務付けられた
任意性立証の対象は、刑訴法322条 1 項により証拠
能力を付与される被告人自白調書である。前述のと
おり、「自白調書」には不利益事実の承認供述を記載
した調書を含み、警察官、検察官が作成した供述録
取書のほか、被疑者自身が作成した供述書、自供書、
上申書などすべてを含む趣旨である。
⑴ 被疑者供述を記載した実況見分調書等
典型的な自白調書のほかにも本項の対象とすべき
捜査書類がある。被疑者の犯行再現状況を記録した
実況見分調書や、被疑者立会で行われた実況見分調
書中の被疑者現場供述の記載部分が、犯罪事実を立
証する実質証拠として取調べ請求される場合がある。
これらの実況見分調書（表題は「捜査報告書」の場
合もある）が証拠能力を備えるためには、刑訴法321
条 3 項所定の要件に加えて、被疑者（被告人）の供
述録取部分は法322条 1 項所定の要件を充たす必要
がある。実況見分調書には、単なる指示説明を超え、
立ち会った被疑者の現場における供述が記載される
場合があるからである。身体の挙動を用いた供述の
録取と解される犯行再現状況の記録写真も、署名押
印の要件を除き、法322条 1 項の要件を備える必要

⒉ 対象事件
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がある（最二小法決平成17年 9 月27日・刑集59巻 7
号753頁参照）。その意味で、犯行再現実況見分や現
場供述は被疑者の自白調書と代わるところはなく、被
疑者の現場供述を記載した実況見分調書や犯行再現
実況見分調書等が法322条 1 項により実質証拠とし
て取調べ請求された場合、本項により、検察官は録
音・録画記録媒体の取調べ請求義務を負う。本条の
制定を答申した特別部会でも、被疑者供述を記録し
た実況見分調書が本項の対象となることが確認され
ている。また、本条を含む刑訴法改正案を審議した
衆議院法務委員会でも、被疑者・被告人に対する取
調べが取調室外で行われる場合であっても、本条 4
項による録音・録画義務の対象となることが確認さ
れている（平成27年 5 月27日・衆議院法務委員会・
林法務省刑事局長答弁）。ただし、捜査実務上、本法
の成立時点では、取調室外における被疑者の供述状
況を動画で撮影する運用が実施されているとはいい
難い。被疑者の犯行再現（しばしば勾留されている
警察署内の施設等を用いて行われる）の全体状況等、
取調室以外の場所における被疑者供述を録音・録画
する運用の速やかな導入と定着が今後の課題である。

⑵ 録音・録画記録媒体は「法322条1項の規定により証
拠とすることができる書面」か
ア　まず、本項制定前からの議論を検討する。録音・
録画記録媒体に供述者の署名押印が存在しない点
から、実質証拠としての利用を禁じる趣旨を読み
取ることは可能か。先に引用した最高裁第二小法
廷平成17年 9 月27日決定は、被疑者の犯行再現写
真が証拠能力を備えるためには、刑訴法321条 3
項及び322条 1 項の要件を充たす必要があるもの
の、撮影、現像等の記録過程が機械的操作によっ
てなされ、再伝聞による誤りの危険がないとの判
断から再現者の署名押印は不要とした。同判例に
照らせば、取調べにおける被疑者の供述を機械的
操作によって記録した録音・録画記録媒体は、被
疑者の署名押印がなくとも、322条 1 項のその余
の要件を満たせば、実質証拠としての証拠能力を
備えるかのようにも思われる。
しかし、機械的操作であることが署名押印に代替

するか否かは検討の余地がある。捜査機関が日常的
にデジタルビデオやデジタルカメラを活用し、街頭
に設置された防犯ビデオカメラ等の映像が重要証拠
とされることも増えた今日、データの改変・加工は
不可能ではない。データ加工の痕跡を抹消する技術
も存在するデジタルデータの特徴を前提とすると、
捜査機関が撮影・収集した動画や画像が機械的操
作によって正確に記録され、恣意の入り込む余地の
ない証拠といいうるか疑問が生じる。上記判例が前
提とした撮影時の状況の機械的かつ忠実な記録であ
るか否かは、必ずしも保障されない。
また、被疑者の署名指印以前に供述内容の検証・
訂正の機会が一応保障される供述録取書（刑訴法
198条4・5項）と異なり、録音・録画記録媒体は、
被疑者の勘違いや言い間違い、あるいは取調官の
誤解や誤導による誤った供述を被疑者自ら検証し、
訂正を求める機会がないから真実性が担保されて
おらず、実質証拠たり得ないとする見解もある（正
木拓史「被疑者取調べの『可視化』̶̶録画DVD
の証拠利用の是非」法律時報84巻 9 号16頁を参照）。
公判中心主義の観点から、録音・録画記録媒体を
実質証拠ととらえることに対する抵抗感も示され
ている（東京高裁平成28年 8 月10日判決・判例集
未登載参照）。
公判廷外供述である自白調書や刑訴法324条に
基づく伝聞供述に対する証拠能力付与規定がある
以上、公判中心主義は一定の範囲で後退している
と解し、実質証拠化もやむをえないとの見解があ
る。実際、刑訴法324条が、署名押印を必要とせず、
供述者の供述を伝聞例外として認めていることと
の整合性を如何に考えるかが問題となろう。

イ　以上のような従来の議論状況は、本項制定によ
り決着したとみるべきである。本項の解釈として、
録音・録画記録媒体は「322条 1 項の規定により
証拠とすることができる書面」に当たらないと解
すべきである。本項は、検察官が取調べ請求した
自白調書に表れる被疑者（被告人）供述の任意性
に関する補助証拠として録音・録画記録媒体を用
いることを想定しており、録音・録画記録媒体に
表れる供述を実質証拠として用いることを予定し

月刊 大阪弁護士会 ― OBA Monthly Journal 2016.11　79



OBA MJ 連載

ていないからである。そもそも、本条の制定は、捜
査段階の取調べや供述証拠に過度に依存しないと
の立法趣旨に基づく。仮に、録音・録画記録媒体
に記録された被疑者（被告人）供述が罪体に関す
る事実の有無を立証趣旨とする実質証拠として取
調べ請求され、当該供述の任意性に疑いがある場
合、録音・録画記録媒体に記録された被疑者（被
告人）供述の任意性立証は、取調べ請求証拠その
ものによることになる。そうすると、罪体に関す
る事実認定において、証拠能力のない自白調書に
よる誤った心証の形成を防ごうとする刑訴法322条
1 項の趣旨が没却される。本条が録音・録画記録
媒体を被疑者（被告人）供述の任意性に関する補
助証拠としてのみ取り扱う趣旨で定められたこと
は、伝聞供述における被疑者（被告人）供述の任
意性立証についても本項の適用があることを定め
る本条 3項の趣旨に照らせば、一層明らかである。
逆に、記録媒体である限り、どんな「一部」録音・

録画記録媒体でも本項による任意性の立証制限を
受けず、実質証拠として用い得るとするのは、い
かにも不合理である。
本項により、記録媒体を実質証拠化する余地は
なくなったと解される。最高裁第二小法廷平成17
年 9 月27日決定は、実況見分調書中の被疑者によ
る犯行再現写真を実質証拠として取り扱う際の規
範を判示したのであり、本条により実質証拠とし
て取り扱わないことが明示された録音・録画記録
媒体に同決定の射程は及ばないとみるべきである。

本号では、301条の 2 第 1 項によって任意性の立
証方法が制限される対象事件と、対象となるべき証
拠、さらには、録音・録画記録媒体を罪体の立証に
関する実質証拠としては用い得ないと解すべきこと
について論じた。次号では、本項が定める検察官の
録音・録画記録媒体の取調べ請求義務の範囲等につ
いて論ずる。

平成29年6月から、総合法律相談センターにおける 
「離婚法律相談」は専門法律相談となります。

◆登録要件
基準日（当該専門法律相談業務が実施される各年度の 4月 1日をいう。）において、総合
法律相談センター運営委員会が指定する離婚法律相談に関する研修を受講していること。

◆総合法律相談センター運営委員会が指定する離婚法律相談に関する研修
以下の計 3つの研修を受講する必要があります。ライブ研修については既に実施済みで
すが、下記のとおりDVD研修を実施予定です。

⑴ 「離婚に関する法的諸問題（子をめぐる問題を除く。）」 
講師：山田徹弁護士（当会会員） 
（平成28年9月15日ライブ実施分）

平成28年12月6日（火）午後1時～午後3時30分

平成29年1月11日（水）午後4時～午後6時30分

平成29年2月15日（水）午後6時～午後8時30分

⑵ 「離婚における子をめぐる問題、離婚に関連する心理的対応について」 
講師： 鳥羽耕一弁護士・岡﨑倫子弁護士（当会会員）、 

田中惠美子氏（FPIC会員・元家裁調査官）
　（平成28年9月26日ライブ実施分）

平成29年1月17日（火）午前10時～午後0時30分

平成29年2月1日（水）午後4時～午後6時30分

平成29年2月20日（月）午後6時～午後8時30分

⑶ 「離婚に関連する諸制度（戸籍、税制、保護命令手続等、社会保障制度等）」 
講師： 安元義博弁護士・乘井弥生弁護士（当会会員）、 

佐々木育子弁護士（奈良弁護士会会長）
　（平成28年9月30日ライブ実施分）

平成28年12月2日（金）午前10時～午後0時30分

平成29年1月24日（火）午後1時～午後3時30分

平成29年2月16日（木）午後4時～午後6時30分

平成29年3月1日（水）午後1時～午後3時30分
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